
 

 

構成員からの質問事項への回答 

厚生労働省 

 

国民健康保険や国民年金に関して、犯罪被害によって所得が激減した場合等

に適用しうる救済措置（納付猶予や減免等）としてどのようなものがあるか。ま

た、当該救済措置を受けるためにはどのような手続をとる必要があるのか。 

 

 

【国民健康保険】 

（１）救済措置 

 国民健康保険においては、国民健康保険法第７７条等に基づき、保険料が

支払えない特別の理由がある場合には、市町村長は、条例等に基づき、保険

料の減免や徴収猶予を行うことができることとなっているところ。 

こうした中には、犯罪被害者についても、所得が激減した場合など前年所

得を基に算定された保険料が支払えない特別な理由があるとして、減免や徴

収猶予を行うケースもあり、各市町村においては、個々の被保険者の負担能

力等の実情に応じ、適切に対応されるものとなっている。 

 

（２）手続 

① 本人からの申請に基づき、市町村長が個別に認定。 

② 減免の事由及び減免の方法については、当該市町村の条例等に基づ

く。 

 

（参考） 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）（抄） 

 

（保険料の減免等）  

第７７条 保険者は、条例又は規約の定めるところにより、特別の理由がある者に対し、

保険料を減免し、又はその徴収を猶予することができる。  



 

 

【国民年金】 

（１）救済措置 

  国民年金においては、国民年金法第９０条等に基づき、保険料が支払え

ない特別の理由がある場合には、社会保険事務所長は、保険料の減免や徴

収猶予を行うことができることとなっているところ。 

こうした中には、犯罪被害者についても、失業した場合など保険料を納

付することが困難と認められるときには、本人の申請により、納付猶予や

減免を行う場合もありえ、個々の被保険者の負担能力等の実情に応じ、適

切に対応されるものとなっている。 

 

（２）手続 

必要な事項を記載した申請書に、規定の書類を添えて市区町村役場に

提出。 

 

（参考）国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）（抄） 

 

第９０条 次の各号のいずれかに該当する被保険者又は被保険者であつた者（次条及び第

９０条の３において「被保険者等」という。）から申請があつたときは、社会保険庁長官は、

その指定する期間（次条第１項から第３項までの規定の適用を受ける期間又は学校教育

法（昭和２２年法律第２６号）第４１条に規定する高等学校の生徒、同法第５２条に規定す

る大学の学生その他の生徒若しくは学生であつて政令で定めるもの（以下「学生等」とい

う。）である期間若しくは学生等であつた期間を除く。）に係る保険料につき、既に納付され

たもの及び第９３条第１項の規定により前納されたものを除き、これを納付することを要し

ないものとし、申請のあつた日以後、当該保険料に係る期間を第５条第４項に規定する保

険料全額免除期間（第９４条第１項の規定により追納が行われた場合にあつては、当該

追納に係る期間を除く。）に算入することができる。ただし、世帯主又は配偶者のいずれか

が次の各号のいずれにも該当しないときは、この限りでない。  

一 前年の所得（１月から厚生労働省令で定める月までの月分の保険料については、前

々年の所得とする。以下この章において同じ。）が、その者の扶養親族等の有無及び数

に応じて、政令で定める額以下であるとき。  

二 被保険者又は被保険者の属する世帯の他の世帯員が生活保護法による生活扶助以

外の扶助その他の援助であつて厚生労働省令で定めるものを受けるとき。  

三 地方税法（昭和２５年法律第２６６号）に定める障害者であつて、前年の所得が政令で

定める額以下であるとき。  

四 地方税法に定める寡婦であつて、前年の所得が前号に規定する政令で定める額以

下であるとき。  

五 保険料を納付することが著しく困難である場合として天災その他の厚生労働省令で定

める事由があるとき。  

２ 前項の規定による処分があつたときは、年金給付の支給要件及び額に関する規定の適

用については、その処分は、当該申請のあつた日にされたものとみなす。  

３ 第１項の規定による処分を受けた被保険者から当該処分の取消しの申請があつたとき



 

 

は、社会保険庁長官は、当該申請があつた日の属する月の前月以後の各月の保険料に

ついて、当該処分を取り消すことができる。  

４ 第１項第１号、第３号及び第４号に規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、政令

で定める。  

 


